橘木俊詔『格差社会』

第2章　「平等神話」崩壊の要因を探る
要点のまとめ
まずは少し詳しく
1　長期不況と失業の増大

戦後二番目の高失業率を経験

格差拡大の要因
・長期不況：1990年あたりからごく最近まで

・失業率の上昇：2％→5.5％（戦後二番目の高さ）

　失業者＝所得ゼロの状態の人：失業率の上昇＝貧困者の増加＝格差拡大
失業者の二つの定義

失業者：計測方法によって２つの定義があり、両方を視野に入れる必要がある
・公表失業者＝政府が定義する失業者：過去1週間のうちまったく仕事をしておらず、かつ真剣に求職活動を行っている人
　「公表失業率」：上の定義による「失業者」を計測し、政府が毎月公表する失業率
・潜在失業者：就職する意思はあるが、求職活動をしても仕事が見つけられないだろうと予測し、あきらめて活動をやめている人

　不景気が深刻化すると、その数は当然増える；

公表失業者と潜在失業者を合わせれば日本の失業率はすでに10％を超えている（橘木の計算による）
・潜在失業率は男性よりも女性が高い

・潜在失業率は公表失業率よりも２、３倍高い
失業期間も重要
・不況が続くと失業期間が長くなる人の数も増える

・日本では長期不況の中で失業期間の長い失業者が多かった

・2001年において、失業期間が1年以上の人は男性で31.1％、女性で17.6％
2　雇用に広がる格差

非正規雇用の増大
雇用システムの変化も格差拡大の重要な要因
・日本の雇用システム、ここ数年で急激に変化
・非正規労働者の数が非常に増えた

非正規労働者
・パートタイマー
・雇用期限付労働者

・派遣労働者

非正規労働者の増え方

・1995年：正規労働者3779万人 ― 非正規労働者1001万人

・2005年：正規労働者3374万人 ― 非正規労働者1633万人

・10年間で正規労働者が約400万人減り、非正規労働者が約630万人増えた→格差拡大の大きな要因
非正規労働者の増加は格差拡大につながる
・正規労働者と非正規労働者の間には1時間あたりの賃金に格差が存在

　非正規労働者の賃金は正規労働者の6～7割

・非正規労働者の労働時間は比較的短い→正規労働者に比べて総賃金の額が低くなる
・非正規労働者の雇用は不安定
　期限付労働者や派遣労働者は、雇用期間が終わると、次の仕事が見つからない限り即失業者になる

非正規労働者が増えたのはなぜか

４つの要因
・不景気による影響
　企業は労働コストを抑えようとする→賃金の低い非正規労働者を多く利用する

・非正規労働者の多くは社会保険制度に入っていない→企業にはメリット：社会保険の事業主負担がなくて済む
・解雇が簡単にできる

・忙しい時間帯だけ働いてくれるパートタイマーは企業にとって好都合（特にサービス業）
非正規雇用しか選べないという現実

このように、企業側には非正規労働者を雇うことに様々なメリットがある

非正規雇用を望む人がいないわけではない：若者、既婚女性、高齢者

だが問題は、本人はフルタイムを望んでいるのに、企業側が非正規雇用のメリットにこだわり、フルタイムで雇おうとしないことが少なくないということ
正規労働者になりたいのに、非正規労働者に甘んじている人をどうするか？
規制緩和と非正規雇用

労働市場の規制緩和→非正規労働者の増加
しかし、格差の拡大という観点からは、労働市場の規制緩和はそれほど重要な要素ではない
産業における企業参加の自由化といった規制緩和の方が、格差拡大の重要な要因となるのではないか

・タクシー業界の例：規制緩和はタクシー運転手の賃金格差拡大につながった

　タクシー台数の増加→運転手の増加→失業率の低下（メリット）と運転手の所得低下（デメリット）
　失業率の低下を目指すなら、タクシー台数の増加で雇用を増やすよりも、他の業種の仕事の増加をはかる方が正当ではないか

サービス残業も雇用を縮小させる

正規労働者にも新たな問題：サービス残業→非正規労働者の増加の要因となっている
・サービス残業は違法行為

・しかし、転職が難しい状況では拒否しにくい

・努力をアピールしようとする意識が働くかもしれない

サービス残業を厳しく禁止すれば企業は

・正規労働者に残業分の賃金を支払う
・あるいは新たに人を雇ってその分の仕事をさせる

正規労働者にサービス残業を課すことは、新たな雇用の可能性をなくすことになる

景気回復は雇用の格差を解消するか
現在日本は景気回復過程にある
・景気がよくなれば所得分配の不平等も縮小することは多くの先進国が経験している
しかし日本の場合、景気がよくなっても雇用の格差は縮小には向かわないだろう
・景気回復は一部大企業のみ
・地方や中小企業にはそれがまだ波及していない

たとえ景気が回復しても、企業は正規労働者を増やそうとはしないだろう
・長期不況の中で企業は非正規労働者を雇うことのメリットを経験した

・企業はフリーターになった人を正規労働者として雇おうとしない傾向がみられる
3　所得分配システムの変容

薄れる「賃金決定の中央集権主義」
賃金決定方式の変化：格差拡大の重要な要因
・かつて日本の賃金は「春闘方式」で決定されていた：中央で毎年の賃金を決めていた
　「賃金決定の中央集権主義」―ドイツ、オランダ、北欧諸国
「分権化方式」：各企業レベルで社員の遁銀の伸び率を決める

「個別賃金決定方式」：社員個々人が経営側と直接交渉して賃金を決定する

日本は分権化の過程にある
・現在の日本では多くの場合、個々の企業の組合代表と経営者が交渉して賃金を決める方式が一般的

個別賃金決定方式：代表的な国はアメリカとイギリス

・日本でもこの方式に移るべきだと考える人が増えてきている
賃金決定の分権化がもたらす変化

業績のいい企業と悪い企業の格差が広がる→業績の悪い企業で働く人の賃金が低くなる
・企業規模も賃金格差の拡大につながっている

　現在の日本では大企業の方が業績がよく高い利益を得ている

　中小企業には業績不振で苦しんでいるところが少なくない
個人間の格差：業績をあげた人、あげなかった人の間で賃金格差拡大

中央と地方の所得格差拡大
・中央にある企業の方が比較的業績はよく、地方にある企業は不振
・地方に働いている人の賃金は平均的に低くならざるをえない

年功序列賃金の意味

生活給という考え方 ― ある意味では人を平等に扱う考え方といえる
・戦後間もないころは国全体が貧しく、働きぶりに応じて賃金にかくさをつける余裕がなかった
皆が高い勤労意欲を持てるシステム

・全員で協力して頑張るという雰囲気をつくりだす

・格差をつけると不満を持つ人が少なからず出てくる→勤労意欲喪失

成果主義賃金の導入

高度成長期を経て日本が豊かになると、平等主義に対する不満が出てくるようになった
・頑張っている人、有能な人：自分の賃金が増えないことへの不満
・企業の支払い能力の高まり：頑張っている人、有能な人に高い賃金や早い昇進で報いる余裕がでてきた
アメリカ・イギリス：企業の多くが成果主義賃金を採用している

・頑張る人、有能な人の勤労意欲を高め、企業の業績の向上につながる

・日本でも経営側・労働側の双方にこの考え方を支持する人が増えている

→ 労働者間の賃金格差拡大につながる

難しい「公平な評価」

能力主義自体は悪いとは思わない
・かつては企業に能力に応じて支払うだけの余裕がなかった

・ほとんどの人が貧しい状況では、全員を平等に扱わざるをえなかった

・しかし、現在、フルタイムで働く正規社員に限っていえば、賃金が低くても食べてはいける
・だから、能力や実績に応じて賃金格差が生じること自体は、経済的に見て合理性があると思う

ただし、そのためには、労働者の働き具合を公平に評価する制度がうまく機能しなけれなならない

・公平な評価制度がまだ日本の企業には定着していない
・成果主義賃金が機能していない企業が多い

・失敗例：富士通

税の累進度が弱まった

過去20年間、日本において所得税の累進度が低下
・最高税率：1976年70％（それ以前には80％の時期もあった）→ 今や37％
　高所得者優遇、低所得者に不利な制度

相続税も累進度が低下
→再分配後所得の格差拡大につながった

社会保険料は逆進性

・高額所得者の方が相対的に負担が少なくなる
　定額保険料 ― 国民年金：一人一律13860円（所得の多い少ないは考慮されない）

→ 所得格差拡大の要因
日本ではここ10年ぐらい、社会保険の保険料アップと給付の削減が続いている

・この政策は、社会保障制度の安定を確保するためのやむをえない程度を超えて、深刻な状況をもたらしている

4　構造改革の何が問題なのか

構造改革とサッチャー、レーガン改革
小泉内閣が推進した構造改革：格差拡大を助長している
・所得格差は1980年代から拡大し続けている

・しかし、小泉内閣は、格差拡大を容認し、規制緩和・競争促進の政策によってそれを助長した

構造改革

・プラスの面：経済活性化を促進する効果
・マイナスの面：格差という視点からは様々な問題を抱えてる
イギリス・サッチャー首相、アメリカ・レーガン大統領の経済改革：1970年代後半から1980年代にかけて
・最悪の状態にあったそれぞれの国の経済の立て直しに成功
　- 市場原理の活用：規制緩和、競争の促進
　- 大幅な減税政策
　- 福祉の見直し―福祉の削減
・経済の立て直しは成功したが、２つの負の効果
　- 所得分配の不平等化の進行
　- 減税政策の結果、大幅な財政赤字に陥る

　同じことが現在の日本にも起きている

構造改革は格差を助長している

構造改革の評価すべき点
・不良債権の処理→景気回復の起爆剤となった

・地方の公共事業の削減
構造改革の問題点
・拡大する格差を是正しようとせず、助長する結果を生み出した

・所得分配の不平等化、貧困者の増加に対しても、積極的に是正しようとしていない

財政赤字の是正策：支出削減の中身が問題
・社会保障給付費を大幅にカットすることで公共支出を削減し、財政赤字を削減しようとしている

・日本の社会保障給付費はもともと先進国中最低水準

・さらに給付をカットすれば、格差はさらに拡大し、深刻な貧困層をさらに増やすことに
地域間の格差も深刻な状況
・無駄な公共事業の削減は評価できるとしても

・公共事業には地域雇用の援助、促進という側面もある

・公共事業の削減は、地方の職を減らし、低所得者を増やすことにつながる→地域間の格差を引き起こす

・公共事業に代わる地域支援策が必要

市場原理主義と新自由主義
構造改革：市場原理主義―新自由主義を思想的基盤としている
市場原理主義―新自由主義に対立する概念

・公共政策の役割を重視する考え方、ケインズ経済学
・平等志向、共生あるいは共助を重視する考え方
日本は今後どちらの考え方を採用するか？―重要な選択
経済効率重視が社会全体を豊かにするという幻想
構造改革の思想

・経済効率を高めることに主眼を置く → 競争原理を積極的に導入 → 所得分配の不平等化が進んでも構わない、結果の平等を重視しない
・経済効率が高まる → パイが増える → 社会全体が豊かになる → 下層の人にもベネフィットが波及する
・競争の促進 → 結果の平等ではなく、機会の平等を重視；敗者にはセーフティネットを設ければよい

・竹中平蔵の主張
では、橘木はどう考えるか？
・競争によって経済効率を高めるのは大切

・しかし、経済効率を上げてパイを増やすことが常に社会全体の利益を高めるとは限らない
・現在のアメリカや日本：増えた分のパイは下層の人にはさほど与えられず、上層の人ばかりが持っていってしまうだろう――豊かな人はますます富を得て、そうでない人に富はまわってこない――「独り勝ちの論理」＝経済効率を高めても、勝者がその成果を全部持っていってしまう
・勝者が多く獲得しても、それを敗者に税などで再分配する政策に国民の合意があれば、「独り勝ちの論理」も否定すべきではないだろう
現在の日本はどうか？
・税の累進度は低下し続け、高額所得者、高額資産保有者が優遇されている

・社会保障は負担のアップと給付の削減策の連続

・経済効率を上げることによって社会全体が豊かになるというのは、今日の日本社会においては、幻想に近い

・日本のセーフティーネット：世界的にも最低の水準―それをさらに削減しようとするのが現在の構造改革

・構造改革提唱者が主張する敗者復活のためのセーフティーネットの充実とは、まったく逆の状況が進行している

***************

それから絞り込む
1　長期不況と失業の増大

長期不況（1990年あたりからごく最近まで）

・長期不況：1990年あたりからごく最近まで

　失業率の上昇：2％→5.5％（戦後二番目の高さ）

・失業者が増える ― 格差拡大の要因

「公表失業者」と「潜在失業者」

・両方を合わせれば日本の失業率はすでに10％を超えている

失業期間も重要

・2001年：失業期間が1年以上の人は男性で31.1％、女性で17.6％

2　雇用に広がる格差

非正規労働者の増加

・低賃金：正規労働者の6～7割

・雇用は不安定：常に失業の危険にさらされている
非正規労働者：企業側には様々なメリット
・労働コストを抑えることができる：低賃金、社会保険の事業主負担がなくて済む

・解雇が簡単にできる

・忙しい時間帯だけ働いてくれるパートタイマーは企業にとって好都合

正規労働者にも新たな問題：サービス残業

・サービス残業は雇用を縮小させる

たとえ景気が回復しても、企業は正規労働者を増やそうとはしないだろう
3　所得分配システムの変容

賃金決定方式の変化：中央集権主義から分権化方式へ

・企業間の格差、個人間の格差、中央と地方の所得格差拡大
年功序列賃金から成果主義賃金へ
・労働者間の賃金格差拡大

所得税、相続税の累進度が低下→再分配後所得の格差拡大

社会保険料：社会保険の保険料アップと給付の削減が続いている

4　構造改革の何が問題なのか

小泉内閣が推進した構造改革
・格差拡大を容認し、規制緩和・競争促進の政策によってそれを助長した
社会保障給付費を大幅にカット

・日本の社会保障給付費はもともと先進国中最低水準

・さらに給付をカットすれば、格差はさらに拡大し、深刻な貧困層をさらに増やすことに

地域間の格差も深刻

・公共事業の削減→地方の職を減らし、低所得者を増やす→地域間の格差を引き起こす

・公共事業に代わる地域支援策が必要

構造改革の思想：市場原理主義―新自由主義

・経済効率を高める→パイが増える→社会全体が豊かになる→下層の人にもベネフィットが波及する

・競争の促進→結果の平等ではなく、機会の平等を重視；敗者にはセーフティネットを設ければよい

しかし、経済効率を上げてパイを増やすことが常に社会全体の利益を高めるとは限らない

・増えた分のパイは勝者が持っていってしまうだろう

現在の日本はどうか？

・税の累進度は低下し続け、社会保障は負担のアップと給付の削減策の連続

・経済効率を上げることによって社会全体が豊かになるというのは、今日の日本社会においては、幻想に近い

・日本のセーフティーネット：世界的にも最低の水準―それをさらに削減しようとするのが現在の構造改革

***************

この章全体の要点をさらに簡潔にまとめる（各自でまとめてください）
